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現 状 分 析

エジプトの民主化とイスラーム運動
－ムスリム同胞団の政治参加を中心に－

横田貴之

はじめに

2005年はエジプト政治にとって大きな変動の

一年であったといえよう。同年前半は，民主化

運動が都市部を中心にエジプト各地に拡大し，

反ムバーラク大統領（Muh
˙
ammad H

˙
usnl̄ Mubārak

在任1981年―）のスローガンを唱える街頭デモ

が頻発した。民主化運動高揚のなかで，民主化

や政治改革をめぐるさまざまな議論が行われ，

それまでムバーラク政権下で停滞状況にあった

エジプト政治の民主化は，新たな局面に向けて

動き出した。同年 9月にはエジプト史上初めて

となる複数候補者による大統領選挙が実施され

た。その後，11～12月には人民議会選挙が実施

され，与党国民民主党が第一党の議席を確保す

る一方，同国最大のイスラーム運動であるムス

リム同胞団（ Jam‘l̄ya al¯Ikhwān al¯Musliml̄n，以下，

同胞団）（注１）が議席の約20％を獲得する躍進を

遂げた。現在の同胞団は実質的な第一野党とし

て活発な議会活動を行っている。

本稿では，このように新たな局面を迎えたエ

ジプト政治，および同胞団の政治活動について

論究することを主な目的とする。本稿の具体的

な目的は次の 2点である。

第 1に，2005年のエジプトにおける民主化運

動高揚について，同胞団の政治活動を中心に概

観・整理すること。特に，同胞団の人民議会選

挙への参加，および民主化・政治改革に関する

議会活動を中心にその実態を明らかにする。

第 2に，それを踏まえて，同胞団が民主化運

動や政治改革に積極的に取り組む理由，同胞団

が人民議会選挙において政治的伸張を遂げた要

因について検討すること。

なお，本稿では，同胞団運営のウェブサイト，

機関誌などにおける声明や関連記事を主要な資

料として用いる。また，筆者がこれまでにカイ

ロで行った現地調査で得た情報も適宜活用す

る。

1 ムバーラク政権下の民主化と民主化運動

１．ムバーラク政権の民主化政策とその後退

ムバーラクは大統領就任当初，政権の正当性

（レジティマシー）の源として「合法性」を重視す

る政治姿勢を採用し，法による支配を強調した。

はじめに

1 ムバーラク政権下の民主化と民主化運動

2 2005年人民議会選挙とムスリム同胞団

3 ムスリム同胞団の議会活動

4 ムスリム同胞団の民主化運動と政治参加の目的

むすびにかえて
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また，サーダート（Muh
˙
ammad Anwar al¯Sādāt

在任1970―81年）政権末期の反対派に対する強

硬政策の継承ではなく，政治対話に基づく国民

的和解を模索したため，1980年代のエジプトで

は野党や同胞団などの活動も活発化することと

なった［伊能 1993, 156¯157 ; 小杉 1994, 257］。同胞

団も人民議会と職能組合の選挙への積極的な参

加を開始した［小杉 1994, 248¯251 ; 飯塚 1996,

112¯113 ; Wickham 2002, 183¯199 ; 横田 2005a, 39］。

ムバーラク政権が，自由で民主主義的選挙によ

る政権交代を前提とする民主化（注２）の実現を真

摯に志向していたか否かは疑問であるが，同政

権下で一定の政治の自由化を伴う民主化政策が

進められた。

しかし，1990年代以降，ムバーラク政権の民主

化政策はしだいに後退傾向を強めた。同政権が，

イスラーム団やジハード団など急進派イスラー

ム運動の暴力的な反政府活動の活発化，そして

同胞団の政治的伸張などによって，体制維持に

関してしだいに危機感を強めたためである［長

沢 1997, 92］（注３）。96年の罰則を伴う報道法の制

定による報道規制や，99年の政府による社会慈

善活動組織への監督を強化する関連法の制定は

民主化後退の例として挙げられよう［Sullivan

and Abed¯Kotob 1999, 130 ; Fahmy 2002, 123¯124 ;

Langohr 2004, 193¯197］。政府は同胞団の政治的

伸張を抑制するために，職能組合選挙法改正，

同胞団メンバーの逮捕，暴力的な選挙介入など

の対抗手段をとった［Wickham 2002, 187, 200 ¯

202, 215 ; 鈴木 2001, 40, 48］。また，81年以来続い

ている非常事態令も依然として解除されておら

ず，政府による反対派弾圧を容易なものとして

いる。

このように，ムバーラク政権は1980年代には

民主化政策を進めたが，90年代以降はそれが停

滞した結果，エジプトにおける民主化の試みは

限定的なものにとどまっている。「行政府の頂

点に位置する大統領に権限が集中する政治体

制」［伊能 2001, 189］の下，90年代以降，同胞団

など反政府運動への弾圧，結党や言論の自由に

対する統制，政府による大規模な選挙介入，非

常事態令の継続など，民主主義的なルールや手

続きが無視される状況が続いている。ムバーラ

ク政権は限定的な政治の自由化と反対派への抑

圧政策によって，その権威主義体制を維持して

きたといえよう。また，民主化の停滞のなかで，

エジプトにおいては，現状への不満とともに，

有効に機能しない現行の政党制や既存政党への

失望感が強まった。諸野党は，広範な支持基盤

を欠いているため，また繰り返される政府の選

挙介入のため，少数の議席を獲得するにとどま

り，国民の声を十分に代弁することができなか

った。また，広範な支持基盤をもつ実質的な最

大野党であり，将来的に政権を担い得る組織的

力量をもつ同胞団は法的には解散状態であり，

合法政党として活動することができなかった。

さらに，報道や政治活動の自由など基本的な権

利の保障や，民主化実現への要望も人々の間で

高まりつつあった（注４）。

２．2005年の民主化運動高揚と同胞団

2004年，翌年に実施予定の大統領選挙に向け

て，ムバーラク大統領再選のためのキャンペー

ンが開始されることが国民民主党内で決定され

た。この決定は，ムバーラクの長期政権に対す

る不満と民主化実現への要望が高まりつつあっ

たエジプト社会に，波紋を呼び起こすひとつの

契機となった。これに対して，最初に街頭デモ



20

エジプトの民主化とイスラーム運動

という形で反応したのは，左派活動家を中心に

組織された「変革のためのエジプト運動（al¯

H
˙

araka al¯Mis
˙
rl̄ya min Ajl al¯Taghyl̄r）」，通称「キ

ファーヤ（Kifāya）運動」であった。この運動の

登場を契機に，現在に至る民主化運動が始まっ

た（注５）。キファーヤ運動はムバーラク政権の圧

制がエジプトの直面するさまざまな問題の根源

であるとし，同政権に対する強い反対姿勢を示

している。完全な政治改革・憲法改正が必要で

あるとし，与党国民民主党による権力独占の終

焉，非常事態令および自由を制限する諸法の廃

止，正副大統領の国民による直接投票と 3選禁

止，結党・出版・結社の自由，司法監督下での

公正な選挙の実施，などを具体的な目標とする

［al¯H˙
araka al¯Mis

˙
rl̄ya min Ajl al¯Taghyl̄r 2005］。

2004年末にカイロ市内で初の街頭デモを組織し

た同運動は，翌年 3月以降，都市部を中心にデ

モの頻度と規模を急速に拡大させた（注６）。

民主化運動の高まりのなか，当初静観の姿勢

を示していた同胞団も2005年 5月以降，多数の

メンバーを動員する街頭デモを開始し，先行す

るキファーヤ運動とも一定の協力関係を保ちつ

つ民主化運動への合流を果たした。同胞団がエ

ジプト各地で数千人規模の街頭デモを組織した

ことによって，民主化要求デモの規模は急速に

拡大した。政府はこれら民主化運動に対してデ

モ参加者の逮捕などの弾圧を加えた。メンバー

の大量逮捕を受けて，同胞団は釈放要求のデモ

や集会を頻繁に行い，同胞団の影響力が強い医

師職能組合や法律家職能組合などでも，民主

化・政治改革を要求する集会が盛んに開催され

た［横田 2005a, 44¯45］。

キファーヤ運動の登場から数カ月遅れで民主

化要求の街頭行動を始めた同胞団ではあるが，

組織としては，2004年 3月の「改革イニシアテ

ィヴ（Mubādara al¯Murshid al¯‘Āmm li¯l¯Ikhwān

al¯Musliml̄n h
˙
awla al¯Mabādi’ al¯‘Āmma li¯l¯Is˙

lāh
˙

fl̄

Mis
˙
r）」の発表時点からすでに民主化要求の政治

改革活動を始めており，その街頭行動も継続的

な改革活動の一部であるとの見解を述べている

［Zayna 2005a］。第 7代最高指導者ムハンマド・

マフディー・アーキフ（Muh
˙
ammad Mahdl̄ ‘Ākif）

によって発表された「改革イニシアティヴ」は，

エジプトにおける包括的改革を目的とするもの

で，現在のアーキフ指導下の同胞団活動におけ

る基本指針となっている。そこでは，人間形成，

政治，司法，選挙制度，経済，教育，アズハル

機構（注７），貧困問題，社会，女性，キリスト教

徒・ムスリム間関係，文化，外交，の13分野に

関する総計約100項目の改革案が総論的に論じ

られている［横田 2004, 124¯154］。民主化・政治

改革については，全18項目に及ぶ改革案が述べ

られており，すべての改革に優先するものとし

て位置づけられている。そこでは，基本的な権

利と自由の保障，立憲議会制の健全化，適正な

法改正と法秩序の実現が，エジプトにおける民

主主義確立のために不可欠とされる。

実際に，同胞団がデモや集会で繰り返した非

常事態令廃止や政治的自由拡大などの改革要求

は，上述の「改革イニシアティヴ」文中や同胞

団メンバーの発言にも見られる（注８）。同胞団は

エジプト各地で積極的に民主化要求の街頭行動

をとった。5月11日，アーキフは「政府との衝

突は同胞団の方針ではない」と述べ，同胞団の

デモは法的に認められた平和的なものであり，

政府との対決を目的とするものではない旨を述

べた［al¯Sharl̄f 2005b］。同胞団にとって民主化運

動高揚は事前に予測できなかった突発的な出来
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事であった感は否めないが，同胞団は民主化要

求運動を主に自らの改革の主張を訴えかける場

として，さらには政府に対して民主化実現への

圧力を加えるための手段のひとつとして積極的

に行ったと考えられる。

３．2005年大統領選挙

2005年 9月に実施された大統領選挙は，民主

化が野党・反政府運動の掲げる争点であるだけ

ではなく，ムバーラク政権にとっても重要な争

点のひとつとなったことを示すものであった。

同年 5月の憲法第76条改正（注９）によって，エジ

プト史上初めて複数候補者によって争われるこ

とになったこの選挙では，現職のムバーラク，

明日党アイマン・ヌール（Ayman Nūr），新ワフ

ド党ヌウマーン・ジュムア（Nu‘mān Jum‘a）など

合計10名が立候補した。選挙結果は，ムバーラ

クが有効投票数713万票中88.5％の票を獲得し，

再選を果たした。

この選挙では，民主化・政治改革が選挙戦に

おける重要な争点として大きく取り上げられ

た。例えば，再選を果たしたムバーラクの選挙

綱領では，憲法・関連法改正による行政府の権

限見直し，議会権限の向上，国民の自由保障，

「テロ対策法」制定による非常事態令廃止，司

法権独立の保障強化，などの諸政策が掲げられ

た（注10）。野党擁立候補のヌールやジュムアらが

このような選挙公約を掲げることは予想された

が，ムバーラクがここまで踏み込んで民主化実

現に向けた政治公約を掲げたことは非常に興味

深い。民主化運動高揚のなかで，民主化に消極

的な政策をとってきたムバーラクにとっても，

上記のような公約を掲げることが不可避となっ

た政治状況が反映されていたといえよう。この

後，ムバーラク政権によって多くの民主化政策

が論じられ，それに対して野党や同胞団など反

対派が異議申し立てをするという構図がしばし

ば見られる。

なお，同胞団は憲法改正規定により候補者擁

立ができなかったが［横田 2005b, 69¯70］，選挙戦

開始後間もない 8月21日，アーキフは「大統領選

挙へのムスリム同胞団の立場に関する声明」と

題された声明において，メンバー・支持者へ大

統領選挙での「自主投票」を呼びかけた［Ikhwān

Ūn Lāyn 2005b］。また，声明文では大統領選挙

の候補者名が挙げられておらず，同胞団として

の支持候補・不支持候補は明示されていない。

しかし，「圧制者」を支持することや「腐敗者」・

「独裁者」と協力することは同胞団としてはあり

得ないと述べていること，および声明の各所で

ムバーラク政権下の非常事態令や政党法などが

批判されていることから，ムバーラク不支持を

間接的に述べていることは推測できる。実際に，

アーキフは，選挙期間中にムバーラク不支持に

幾度か言及した［Halawi 2005 ; al¯H˙
ayā 2005］。

2 2005年人民議会選挙とムスリム同胞団

１．主要政党・政治勢力の選挙準備

大統領選挙後，エジプトの政党・政治勢力は

11月に始まる人民議会選挙の準備に向けて活発

に動き出した。与党国民民主党では，ムバーラ

ク大統領の次男ジャマール･ムバーラク（ Jamāl

Mubārak）が局長を務める政治局を中心に選挙

綱領が作成された。その選挙綱領は，「新思考と

未来への架け橋」のスローガンの下，q失業対

策・雇用創出，w国民の生活水準向上，e自由

と民主主義の強化，r外交，の 4部から構成さ
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れ，最後に結語が付されている（注11）。その内容

は大統領選挙においてムバーラクが掲げた公約

を発展させたものであった。最も紙幅が割かれ

ているのは生活水準向上にかかわる公約で，失

業対策・雇用創出と合わせて全体の半分以上を

占めている。一方，エジプト政治の重要争点の

民主化にかかわる自由と民主主義の強化の公約

は，全体の 1割強にすぎない。その内容を概観

すると，地方自治の強化，議会の権限向上，政

党・職能組合の役割強化，女性の政治参加促進，

司法権の独立と権限向上，テロ対策と国民の権

利保障，表現の自由保障，について述べられて

いる。ムバーラクが大統領選挙において制定を

唱えた新たな「テロ対策法」については，ここ

でも現行の非常事態令に代わるものとして考え

られている。国民民主党は全222選挙区に各 2

名，合計444名を公認候補者として擁立するこ

とを決定し，本格的な選挙戦に乗り出した。

一方，諸野党・政治勢力の間では，選挙協力

の模索が行われ，10月 8日に「変革のための国

民戦線（al¯Jabha al¯Wat
˙
anl̄ya li¯l¯Taghyl̄r）」が結

成された。この戦線には，新ワフド党，統一進

歩国民連合党，アラブ民主主義ナセル主義党，

2000年以降活動禁止中の社会主義労働党，未認

可のワサト党とアラブ尊厳党，キファーヤ運動，

同胞団など11の主要野党・反政府運動が結集し

た。同戦線の代表者には「民主的変革のための

国民連合（al¯Tajammu‘ al¯Wat
˙
anl̄  li¯l¯Tah

˙
awwul

al¯Dl̄muqrāt
˙
l̄）」（注12）代表のアズィーズ・スィドキ

ー（‘Azl̄z S
˙
idql̄）元首相が選ばれ，スポークスマ

ンには新ワフド党のジュムアが就任した。同胞

団運営のウェブサイト『同胞団オンライン』に

よれば，同戦線の設立目的は第 1に「真の民主

主義」を確立すること，第 2に人民議会選挙にお

いて国民民主党に対抗するために候補者統一リ

ストを作成することであった［Ikhwān Ūn Lāyn

2005c］。しかし，統一進歩国民連合党と同胞団

との対立に見られるように［Zayna 2005b］，反ム

バーラク・反国民民主党のみを理由とする反政

府勢力の集結という感も否めなかった。

また，国民戦線は設立当初から二つの問題に

直面した。第 1の問題は，アイマン･ヌールの

率いる明日党が新ワフド党との対立のために不

参加となったことである。大統領選挙で次点と

なった実績を有するヌールの明日党の不参加

は，国民民主党への批判票の分散を引き起こし

かねない問題であった。第 2の問題は，同胞団

が独自候補擁立を主張し，統一リストへの参加

を見送ったことである。国民戦線にとって，草

の根レベルの強固な支持基盤を有する同胞団の

協力が不完全であることは大きな問題であり，

実際にいくつかの選挙区において同胞団候補者

との重複も見られた。同胞団幹部アブドゥルム

ンイム・アブー・フトゥーフ（‘Abd al¯Mun‘im

Abū al¯Futūh
˙
）は，同胞団が独自候補擁立の方針

を堅持した理由として，国民戦線結成の数カ月

前にすでに候補者約150名の選定・リスト作成

が終了しており，同戦線との完全な名簿統一は

困難であるためと述べた［Howeidy 2005b］。同胞

団が完全協力をできないながらも国民戦線に参

加した理由としては，限定的ではあるが諸野党

との協力によって選挙を少しでも有利に進める

目的のほかに，同胞団が繰り返し主張してきた

民主化推進諸勢力との協力姿勢［Zayna 2005a］

を示すこと，さらには選挙後の議会内協力に向

けての戦略などが挙げられよう（注13）。
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は選挙に挑むのか」と題した声明において，選

挙参加の必要性について次のように述べてい

る。「人民議会や他の諸議会，職能組合，諸市

民組織への進出によって同胞団が目指す目標

は，最終的にはイスラーム国家の樹立であり，

そこではムスリム・非ムスリムを問わずすべて

の人にとっての善（khayr）が実現される。……

（中略）……それゆえ，同胞団は国中に善を広め

るために，あらゆる分野において活動すると決

意した」［‘Ākif n.d.］。

同胞団は今回の人民議会選挙においても，

1987年人民議会選挙以来の代表的なスローガン

である「イスラームこそ解決（al¯Islām Huwa al¯

H
˙

all）」を掲げた。同胞団事務局長マフムード・

イッザト（Mah
˙
mūd ‘Izzat）は『同胞団オンライン』

において，このスローガンを掲げる理由につい

て「同胞団と改革の方法」という全 3回に及ぶ

論考を発表した［‘Izzat 2005a, 2005b, 2005c］。そ

れによれば，イスラームは生活のすべての諸相

を対象とする包括的なものであり，そこには改

革のためのあらゆる方法が示されている。それ

ゆえ，「イスラーム的改革（al¯Is˙
lāh

˙
al¯Islāml̄）」に

従って改革を進めるのが最良の選択肢かつ義務

であり，イスラームの教えに基づかない改革は

どの分野においても脆弱であるため，同胞団は

「イスラームこそ解決」のスローガンを掲げ，イ

スラーム的改革を追求してきたと説明する。

次に，同胞団が発表した人民議会選挙綱領に

ついて概観する。この選挙綱領は，復興（nahd
˙
a），

開発（tanmiya），改革（is
˙
lāh

˙
）の 3部構成となって

おり，それに序文が付されている（注15）。

選挙綱領の序文では綱領全体の準拠枠とし

て，「イスラーム的権威（al¯marja‘l̄ya al¯Islāml̄ya）」

と「民主主義的メカニズム（ al¯āl l̄yāt al¯

２．同胞団の人民議会選挙への参加

前節で取り上げた「改革イニシアティヴ」に

も示されているように，同胞団にとって人民議

会選挙への参加は最も重要な活動のひとつであ

る。同胞団は1984年から人民議会選挙に参加し

ており，サラーフ・アブー・イスマーイール

（S
˙

alāh
˙

Abū Ismā‘l̄l）の活動に見られるように［飯

塚 1993, 55¯60］，議会をシャリーア（sharl̄ ‘a：イ

スラーム法）施行推進活動の拠点として重視して

きた。法の枠内で非暴力の活動に従事する同胞

団にとって，議会への進出はシャリーア施行・

イスラーム国家樹立という組織目標実現のため

の最重要活動のひとつとされる（注14）。また，同

胞団の基本方針である漸進的・段階的な改革主

義［al¯Bannā 1992, 177¯178, 359¯360］に従えば，個

人，家庭，社会を経て，最終段階である国家の

イスラーム化の実現手段として議会活動が位置

づけられるといえよう。

最近の同胞団でも，シャリーア施行とそれに

よるイスラーム国家樹立のための拠点として議

会を重視する発言がしばしば見られる。例えば，

アーキフは，「選挙参加はわれわれの使命の一

部である。……（中略）……それはエジプト人の

覚醒実現を目的とする〔包括的な〕使命を遂行

するためのものである」と述べている［al¯Sharl̄f

2005c］。2005年10月12日に開催された同胞団主

催のイフタール（断食明けの食事）のパーティー

でアーキフは，エジプトは歴史的に重大な局面

に差し掛かっており，この時機に選挙へ参加す

ることは全国民の義務であるとし，祖国エジプ

トの利益を目指すあらゆる政党・政治勢力と協

力する用意があると述べた［Risāla al̄ Ikhwān

2005, 3］。また，アーキフは同胞団運営ウェブサ

イト『同胞団オンライン』上で，「なぜわれわれ
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dl̄muqrāt
˙
l̄ya）」を挙げる。同胞団選挙綱領によれ

ば，それは選挙や議会など有益な民主主義のシ

ステムを堅持しつつ，シャリーア施行を目指す

ものとされる。また，同胞団の目指す民主主義

はシャリーアに示されるイスラームの教えに基

づくことが述べられている。例えば，イスラー

ムの基本的な教えである人間の尊厳の保障は，

圧制・抑圧・差別などを排し，国民の自由・平

等・諸権利を保障する「真の民主主義」を実現

する基礎であるとされている。そこには，次の

ような構図を指摘できよう。ムバーラクと国民

民主党は，非常事態令の存続や反対派への弾圧

に示されるようにイスラームの教えに基づく政

治を行っていないため，「真の民主主義」を実現

することができない。一方，シャリーアを施行

し，イスラームの教えに基づく政治を目指す同

胞団であれば，これまで実現されなかった民主

化・政治改革を達成できる。すなわち，シャリ

ーア施行を行うか否かが，「真の民主主義」実現

の可否を左右するとされている（注16）。

また，イスラームの教えに基づいた改革方法

を採用しなければならない理由としては，第 1

に，それが適切な人間形成とすべての者の尊厳

や自由を保障するものであり，第 2に，祖国エ

ジプトに正義などの価値をもたらすのみでなく

不正・圧制を拒絶するものであり，第 3に，議

会などの諸機関の代表を選出する際に人々の要

望を尊重するシューラー（協議）の原則を定める

ものであるためと述べている。

同胞団の人民議会選挙綱領の復興の部では，

q自由・人権・国民の権利，w価値・文化・人

間形成，e女性，r情報・メディアに関する同

胞団の見解・目標について，エジプトの現状で

はどれもが満足のゆく段階にはないとされ，国

家が十分に責任を果たさなければならないこと

が述べられている。基本的な自由と権利は改革

の前提条件であり，生活水準の向上，教育と労

働の権利保障，住環境の整備，社会保険サービ

スの充実，女性の権利向上，特別の支援を必要と

する者への援助，国民に対する国家の責任の明

確化，などが強く求められている。

開発の部では，政治・経済・社会の分野につ

いて包括的な開発が志向されている。開発の部

の冒頭で総論的な目的・政策・戦略が述べられ

ている。目的については，q公正・自由・平等

の実現，wエジプトの自給能力向上，e国民へ

の主要必需品供給の保障，rインフレ抑制・失

業対策を伴う財政・経済改革，が挙げられてい

る。開発政策策定の基本として，q政治・経

済・社会などあらゆる分野における均衡のとれ

た発展，w国内資源を活用する自主的開発，e人

間開発，r民間組織の活用，が指摘されている。

開発戦略としては，q国内基盤整備，w国家に

よる大局的・包括的計画の策定，eアラブ・イ

スラーム諸国との発展的統合，が示されている。

そして，これらの総論に続いて，工業，農業，

建設業，教育･研究の各分野の発展の目的・政

策・戦略がそれぞれ詳細に述べられている。

改革の部では，政治，経済，社会の各分野に

おける改革のために具体的方策が提示されてい

る。政治分野では，q政治的自由の達成，w地

方行政改革，e市民組織支援，r外交政策，が

取り上げられ，全37項目の改革案が記されてい

る。そこでは，イスラームの諸原則の下で共和

制・議会制・立憲制・民主制国家制度の堅持を

唱えつつ，シャリーアの原則に反さない形での

三権分立，複数政党制，公正な選挙による平和

的政権交代，非常事態令など抑圧的な諸法の廃
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止・改正による民主化実現など，政治分野に関

する包括的・具体的な主張が述べられている。

経済分野では，民主主義の不在と非常事態令の

継続のために富と権力が一部に集中していると

現状を分析し，さらに失業問題，物価上昇，財

政赤字，累積債務，未整備の投資環境といった

深刻な問題にエジプトは直面していると結論づ

けている。その解決のために，全７項目の改革

案が示されている。社会分野については，q社

会保障・年金制度，w保健制度・環境対策，に

焦点が定められ，全13項目の改革案が示されて

いる。

また，同胞団では，この選挙綱領は第1節で

言及した「改革イニシアティヴ」との連続性の

なかで捉えられている（注17）。『同胞団オンライ

ン』編集長アブドゥルジャリール・シャルヌー

ビー（‘Abd al¯Jall̄l al¯Sharnūbl̄）は，「同胞団は…

…（中略）……包括的な選挙綱領を提示したが，

それは2004年 3月に最高指導者〔アーキフ〕が

発表した同胞団の『改革イニシアティヴ』に由

来するものである」とし，「改革イニシアティヴ」

の総論的な諸提言が選挙綱領という形で具体化

されていると述べた［Ikhwān Ūn Lāyn 2005d］。

３．人民議会選挙の実施と結果

今回の人民議会選挙では，与党国民民主党，

諸野党，同胞団メンバーを含む無所属候補者な

ど約5000名が，計 3次の投票において444議席

（全国222選挙区からそれぞれ 2名を選出）を争っ

た（注18）。同胞団は法的には非合法状態にあるの

で，女性候補者を含む137名を無所属候補とし

て擁立した［Howeidy 2005d］（注19）。同胞団は「イ

スラームこそ解決」のスローガンを掲げて選挙

戦に臨んだ。立候補予定者が大量逮捕された

1995年選挙や約6000名が逮捕された2000年選

挙と比較して，この選挙で同胞団はかつてない

活動の自由をもって選挙活動に臨むことができ

たと言われるが，その背景の一つとして民主化

運動高揚による政治環境の改善を指摘すること

もできよう。

第 1次投票（第 1回投票11月 9日，決選投票11

月15日）はカイロ，ミヌーフィーヤ，ベニー・ス

ウィーフ，ミンヤー，アシュート，マトルーフ，

新ワーディーの各県で行われた。第 1次投票の

結果，同胞団が34議席を獲得する躍進を遂げ，

大きな驚きをもって受け止められた。投票は概

して大きな混乱もなく行われたが，選挙結果を

めぐって一部で混乱が見られた。ギザ市ドッキ

選挙区では，同胞団候補者ハーズィム・アブ

ー・イスマーイール（H
˙

āzim Abū Ismā‘l̄ l）の得票

に関して不正行為が行われたとして，同胞団メ

ンバーが街頭デモを組織し，治安部隊との衝突

で逮捕者も発生した。

第 2次投票（第 1回投票11月20日，決選投票11

月26日）はアレキサンドリア，ブハイラ，イス

マーイーリーヤ，ポート・サイド，スエズ，カ

ルユービーヤ，ガルビーヤ，ファイユーム，キ

ナーの各県で行われ，同胞団は第 1次投票に続

き42議席を獲得する躍進を遂げた。しかし，投

票当日にはアレキサンドリアなど各地で同胞団

と国民民主党の支持者の間で衝突が発生し，多

数の同胞団メンバーが逮捕された。

第 3次投票（第 1回投票12月 1日，決選投票12

月 7日）はダカハリーヤ，シャルキーヤ，カフ

ル・シャイフ，ダミエッタ，スーハージュ，ア

スワン，紅海，北シナイ，南シナイの各県で実

施された。同胞団は当次選挙において12議席の

獲得にとどまったが，この背景には政府による
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選挙介入が激化したことが一因として挙げられ

よう。カフル･シャイフやダカハリーヤなどで

同胞団と国民民主党の支持者の間で死者を伴う

激しい衝突が発生し［Sami 2005］，数百名の同胞

団メンバー・支持者が逮捕された。同胞団幹部

のアブー・フトゥーフは政府の介入強化の理由

として，政府にとって予想外の同胞団の躍進を

指摘した［el¯Menshawy 2005］。

選挙結果は，国民民主党311議席，新ワフド党

6議席，統一進歩国民連合党 2議席，明日党 1議

席，無所属112議席（同胞団系88議席，その他24議

席）であった。なお，全投票における投票率は

26.2％であった。既存政党が与野党とも議席数

を減少させるなかで，同胞団は17議席を獲得し

た前回選挙と比べて約 5倍の議席を獲得する躍

進を遂げた［Meital 2006, 257¯279］。これは，同胞

団副最高指導者ムハンマド・ハビーブの約50議

席という事前予想［Howeidy 2005c］を大きく超

える結果であった。一方，野党の後退は顕著で

あり，明日党党首ヌールなど多くの有力政治家

が落選した。統一進歩国民連合党のリフアト・

サイードは，同党が59名の立候補者を立てなが

ら 2議席の獲得のみに終わった要因について，

国民民主党と同胞団の間で双方から「攻撃」を

受けたためと説明した［al̄ Ahram Weekly 2005］。

また，同党からは，資金面で国民民主党と同胞

団に敗北したとする声や，同胞団と政府間の密

約の存在を指摘する声も聞かれた［Farag 2005］。

3 ムスリム同胞団の議会活動

１．2006年政府声明に対する同胞団の議会内

論争

人民議会選挙が終了して間もなく新たな人民

議会が招集された。この会期ではまず，「政府声

明（Bayān al¯H
˙

ukūma al¯Jadl̄ da amāma Majlis

al¯Sha‘b）」をめぐって与党国民民主党と諸野

党・同胞団との間で激しい論争が行われた。

2006年 1月30日，ナズィーフ首相は内閣の今後

の行政政策の基本方針を示すものとして，「政府

声明」を人民議会で発表した［al¯Hay’a al¯‘Āmma

li¯l¯Isti‘lāmāt 2006］。その内容は，経済，教育，

保健，社会保障，民主化・政治改革，外交に大

きく分けられる。このなかで最も紙幅を与えら

れているのは経済政策で，投資拡大とそれによ

る雇用創出など国民民主党の人民議会選挙綱領

に沿った内容となっている。一方，民主化・政

治改革に割かれた紙幅は全体の 1割に満たな

い。政府声明は2006年 3月22日，人民議会に

おいて賛成352票，反対102票で可決された。

同胞団は野党とともに反対票を投じた。この政

府声明に対して同胞団内で行われた議論は，同

胞団の目指す民主化・政治改革の一端を示すも

のとして興味深い。

政府声明では，ムバーラク大統領のイニシア

ティヴによって憲法改正などの民主化への試み

が進められてきたとして，政府はそれに応える

形でさらなる政治改革と民主化実現に向けて努

力する旨が述べられている。そして，政府の政

策が目指す目標として次の10点が挙げられてい

る。q思想，性別，信仰，宗教による区分のな

い全エジプト人の平等と市民権の強調。w政党，

市民団体，女性の役割強化。e現在の経済状況

に適した憲法改正。r議会による政府監督強化。

t内閣の権限強化。y非常事態令に代わる新た

な「テロ対策法」の制定。u地方分権促進。i

司法権強化・改革。o拘留に関する刑法改

正。!0知的所有権の法による保護。おおむね，
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ムバーラクの大統領選挙綱領，国民民主党の人

民議会選挙綱領に従った内容である。

政府声明の発表後，人民議会ではこれを審議

するための特別委員会が設立されたが，同胞団

や野党のみならず与党内からも批判の声が上が

った。国民民主党議員スブヒー・サーリフ

（S
˙
ubh

˙
l̄  S

˙
ālih

˙
）は，司法権の独立保障のような民

主主義の諸理念に対する言及が少ないとし，政

府は政治改革に真摯に取り組んだことは一度も

ないと批判した。また，同胞団議員フサイン・

イブラーヒーム（H
˙

usayn Ibrāhl̄m）も，表現や政

党活動の自由といった諸権利について言及が少

ない空虚なスローガンにすぎないと批判した

［Essam el¯Din 2006］。

同胞団内では政府声明について議論が繰り返

されたが，最終的に同年 3月21日の記者会見で

承認を拒否する声明が出された。同胞団が議会

活動について不定期で発行するウェブ・マガジ

ン『会派ニュース（Akhbār al̄ Kutla）』第 3号では，

同胞団会派代表ムハンマド・サアド・カタート

ゥニー（Muh
˙
ammad Sa‘d al¯Katātnl̄）のコメント

が掲載されている（注20）。彼の政府声明に対する

批判は大きく二つの理由からなる。第 1の理由

は，目標・手段・達成期限など方法論に関する

もので，政府声明は全般的に不明瞭であり，正

確かつ詳細な目標，現実的な手段，明確な達成

期限など開発計画の基本要素を著しく欠いてい

ると批判した。第 2の理由は，内容に関するも

ので，政治改革，憲法改正，政権交代，結党の

自由，出版の自由，外交政策，雇用，医療，環

境，物価上昇など政府が取り組むべき多数の問

題が欠落していると批判した。特に，政治関連

の政策への言及が少数で軽視されているとし，

それは政府が掲げてきた政治改革からの後退を

示しているとの懸念を述べた。また，カタート

ゥニーは，非常事態令について，自由に基づく

人間形成と包括的な真の発展のためにはその廃

止が不可欠であるとし，また自由を制限し支配

と圧制を支えるような代替法の制定反対を訴え

た。さらに，司法権の強化と独立保障，立法権

の行政権からの独立強化，「真の民主主義」によ

る政権交代などの民主化・政治改革は人々が望

むものであるとし，「この〔エジプト〕社会の自

由を窒息させようとする」政府の声明には賛成

できないとした。同胞団は政府声明に掲げられ

た民主化・政治改革への諸政策は人々の要望に

十分に応えていないとして，政府声明へ反対票

を投じる決定を下したのである。

２．民主化・政治改革関連法案に対する同胞

団の議会内論争

人民議会では，政府声明の他にも民主化・政

治改革に関する法案についてさまざまな議論が

行われた。2005年の大統領選挙と人民議会選挙

において，ムバーラクと彼の率いる国民民主党

は民主化の実現を公約として訴えた。その選挙

公約が実行されるか否かは，今後のムバーラク

の政権運営のみならず，エジプト政治の将来に

も大きな影響を与えると考えられる。特に，前

節でも言及した非常事態令の見直しはエジプト

の政治状況を変化させる契機となり得る。ムバ

ーラク政権下ではこれまで，反政府運動，特に

同胞団への弾圧の法的担保として，非常事態令

が適用されてきたためである［Wickham 2002,

215］。

2006年 4月30日，人民議会はナズィーフ首相

による非常事態令延長の提案について，賛成

287票，反対91票でこれを可決した（注21）。これ
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により，非常事態令は2008年 5月31日まで，あ

るいは新たな「テロ対策法」が制定されるまで

延長されることとなった。同胞団は非常事態令

延長に対して「非常事態にノー（Lā li¯l¯T˙
awāri’）」

のスローガンの下で反対活動を行った（注22）。議

決当日の審議で，同胞団議員のカタートゥニー

は，「25年もの間，非常事態令は人権の後進状況

と権利・自由の侵害の主要因」であり，「現行刑

法にはエジプトをテロから守ることのできる諸

条項がある」として，民主化の阻害要因である

非常事態令廃止と，同趣旨の代替法制定に反対

を表明した。また，新ワフド党のマフムード・

アバーザ（Mah
˙
mūd Abāz

˙
a）も「自由を侵害する

非常事態令」への反対を述べた［Sharbl̄  2006］。

これに対して国民民主党の側からは，非常事態

令は毒薬のようなものだが，病気の治療のため

には時にはそれを使わなければならないとし

て，非常事態令延長を認める声が上がった。

政府はこの延長提案の理由として，2006年 4

月24日にシナイ半島のリゾート地ダハブで発生

した爆破事件などによる治安状況の悪化を挙げ

た［‘Abd al¯‘Āl and Zayna 2006］（注23）。それまでも，

同胞団，諸野党，キファーヤ運動などの反政府

運動は，政府がテロ事件を口実に民主化運動へ

の抑圧姿勢を強め，民主化への動きを減速させ

るのではないかとの懸念を示していた。その懸

念のとおり，ダハブでの爆破事件によって非常

事態令は延長され，その見直し議論は先送りさ

れることとなった。

また，2006年 2月，同年前半に実施が予定さ

れていた地方人民議会選挙の 2年間延期案が人

民議会で審議された。政府の説明では，この延

期は大統領選挙でムバーラクが掲げた地方分権

促進の公約に合致するように地方人民議会制度

を改革するためであり，新たな関連法の制定に

は 2年の期間が必要とされた［al̄ Sharq al̄ Awsa
˙
t

2006］。これに対して，同胞団・野党などは民主

化実現を妨げるものであるとして強く反対し

た。同胞団議員たちは同月18日に記者会見を開

催し，国民民主党は「多数者による独裁」によ

って祖国の公益のためではなく，自党の利益の

ために行動していると批判した。また，2年間

延期の理由について，新法の準備が理由ではな

く，人民議会選挙における同胞団躍進や2006年

パレスチナ立法評議会でのハマース勝利に対す

るムバーラク政権の恐れが最大の理由であると

述べた［Sah
˙

āba 2006］（注24）。2005年 5月に改正

された憲法第76条の立候補要件に照らし合わせ

れば，現時点で同胞団は大統領選挙への出馬可

能性を有している（注25）。同胞団は大統領選挙で

の立候補要件である人民議会議員数65議席を超

える88議席を有しており，今後選挙が予定され

る地方人民議会とシューラー（諮問）議会（注26）で

規定議席数を獲得すれば大統領候補者を擁立で

きる。それゆえ，予定されていた地方人民議会

選挙は大きな注目を集めていた。同胞団・野党

など102名の議員はこの延期提案に反対票を投

じたが，賛成多数をもって可決された。

2006年 6月には司法権法改正，同年 7月には

報道法改正という重要法案の審議も行われた。

司法権法の改正は，ムバーラクや国民民主党の

選挙綱領にも掲げられている政治改革公約のひ

とつであった。6月26日に人民議会を通過した

新司法権法では，裁判官からの多数の要求のう

ち主に二つの要求が反映された。すなわち，司

法省からの財政的独立と，検事総長の司法大臣

からの独立であった。ただし，後者については，

任命権は依然として大統領に残された。同胞団
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議員は，裁判官たちの要求が十分に反映されて

いない改正であり，またムバーラク大統領の選挙

綱領に反する改正であるとし，受け入れがたい

内容であると非難した［Muh
˙
ammad 2006］（注27）。

また，報道法と関連刑法の改正をめぐっても

審議は紛糾した。争点となったのは公職者に対

する名誉毀損に関する条項であり，当時の現行

法では最高 2年の懲役刑と5000～2万エジプ

ト・ポンドの罰金刑が定められていた［Sullivan

and Abed¯Kotob 1999, 130 ; Fahmy 2002, 123¯124］。

改正案では懲役刑はそのままに，罰金の上限を

1万5000～ 4万エジプト･ポンドに上げようと

する内容であった。これに対して，ジャーナリ

ストらは報道の自由を侵害する改正であると激

しく反発し，ストライキ実施や新聞発行停止に

よって対抗した。同胞団や野党の議員はジャー

ナリストらに同調して，抗議行動をとった。7月

10日，ムバーラク大統領による懲役刑撤廃を求

める人民議会への介入によって，最終的に懲役

刑を削除した新たな報道法が制定された。しか

しながら，依然として罰金刑規定は残されてお

り，さらなる報道の自由を求める声は依然とし

てジャーナリストの間で根強い［Shaheb 2006］。

以上，民主化・政治改革関連法案に対する同

胞団の批判について概観した。そこでは，同胞

団が「改革イニシアティヴ」や選挙綱領に掲げ

られた民主化実現を目指して，人民議会選挙以

降再び権威主義的な性格を強めたムバーラク政

権の民主化政策に対する異議申し立てを行って

いる。その一方で，同胞団は88議席を擁する実

質的な野党第一党ではあるが，人民議会で絶対

多数 3分の 2以上を占める国民民主党に対して，

「多数者による独裁」を克服できず，その目標を

十分に実現できていないという状況を指摘する

こともできよう。

4 ムスリム同胞団の民主化運動と
政治参加の目的

１．同胞団の非合法状態脱却の試み

本稿ではこれまで，2005年のエジプトにおけ

る民主化運動高揚，同胞団の人民議会選挙への

参加や民主化・政治改革に関する議会内活動に

ついて概観した。本節ではこれを踏まえ，同胞

団が民主化運動や政治改革に積極的に取り組む

理由，同胞団の人民議会選挙における躍進の要

因について検討する。これらの問題を検討する

上で重要となってくるのが，本稿でもすでに何

度か触れた同胞団の非合法状態の継続である。

同胞団は1954年にナセル（ Jamāl ‘Abd al¯Nās
˙
ir）

によって非合法化されて以来，現在に至るまで

解散・非合法状態に置かれ続けている（注28）。70

年代にサーダート政権下で復活を遂げた後も，

サーダート，ムバーラク両政権は同胞団の活動

を黙認しつつも，強固な大衆的基盤を有する同

胞団が政治勢力として勃興することを警戒し

て，合法化の手続きだけはとっていない。ここ

で注意しなければならないのは，現在の同胞団

の活動すべてが非合法とみなされていない点で

ある。実際に，今日のエジプトでは同胞団に関

係する多数の諸組織は法的にその活動を認めら

れている（注29）。しかし，それらは非合法組織で

ある同胞団内の一組織として行うことが法的に

は許されず，公式には同胞団とは別の組織とし

て活動している。現在の同胞団は，非合法の同

胞団本体（指導部）と合法的な関係諸組織から構

成されている。

このように同胞団は関係組織を指導部の公式
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な指導下に置くことができず，政治・社会勢力

として活動しきれないという限界性を抱えてい

る［小杉・横田 2003, 58¯59 ; 横田2004, 69¯159］。ま

た非合法状態の継続は，同胞団が反政府的な行

動をとった際に，政府がその活動を非合法組織

に関係するものであるとして弾圧するための担

保にもなっている（注30）。特に1990年代以降，同

胞団の法的脆弱性はその活動における大きな障

害となっている。また，非合法ゆえに合法政党

を結成できないという現状もしばしば同胞団内

で重要な問題とされてきた。

同胞団の民主化運動や政治改革への積極的な

取り組みは，この非合法状態からの脱却の試み

のひとつとして考えることができる（注31）。民主

化に向けての諸政策が促進されることによっ

て，同胞団が抱える最大の問題である非合法状

態からの脱却の可能性が高まる可能性があるか

らである。同胞団が行っている一連の街頭デモ

では，非常事態令の廃止，政治的自由や権利の

保障，さらには人権の保障，などが主張されて

いる。デモにより民主化への圧力を加え，その

結果としていっそうの政治的権利・自由を獲得

することができれば，それは同胞団の非合法状

態からの脱却に大きく寄与するものとなるであ

ろう。民主化圧力によりエジプトの政治状況を

改善すること，すなわち現ムバーラク政権の権

威主義的な性格を緩和することによって，自ら

の政治的活動の自由を拡大し，さらには合法化

を可能とする政治状況の醸成を目指すという同

胞団の戦略を指摘できる。従来からの主張であ

る「真の民主主義」を実現するためにも，また

自らの非合法状態を解消するためにも，民主

化・政治改革を求める運動を同胞団は積極的に

推進していると考えられる。

2005年前半に同胞団が本格的な街頭デモに乗

り出すことを促した要因としては，まずキファ

ーヤ運動による民主化要求デモがすでに成功を

収めていた状況が挙げられよう［横田 2005a, 46］。

また，ムバーラクの「宗教政党という形でなけれ

ば，同胞団の政治参加を歓迎する」［S
˙

alāh 2005］

という発言や，「同胞団と私の間には敵意は存在

しない」［Ikhwān Ūn Lāyn 2005a］という発言か

ら，同胞団は政府の抑圧政策の緩和を読みとり，

街頭デモを実行する好機と判断したとも考えら

れる。民主化圧力の高まりのなかでこれらの発

言がなされたことに鑑み，同胞団は自らも民主

化運動に合流してさらに圧力を高めることで，

合法化に向けてさらに有利な状況を作り出すと

いう戦略をとったのではなかろうか。

同胞団の積極的な政治参加の理由も，同じく

民主化に向けての諸政策の促進による非合法状

態からの脱却という戦略のなかで考えられよ

う。人民議会選挙に参加して議席を得ることは，

組織目標として掲げるシャリーア施行のための

重要拠点の獲得であるのみならず，民主化・政

治改革推進の活動に最も適した議会という場に

活動基盤を獲得することでもある。政府声明や

非常事態令延長などに対する同胞団の反対も，

非合法状態からの脱却に寄与する民主化への動

きを停滞させないという方針がその基礎となっ

ている。全議席の約20％を獲得した現在，民主

化推進のための議会内活動は，民主化要求の街

頭行動とともに，同胞団の重要な活動となって

いる。さらに，同胞団にとって人民議会選挙へ

の参加は，民主化実現や自由・権利の保障など

の組織目標を選挙綱領に具体化し，選挙活動を

通じてそれを広く人々に訴えかける重要な機会

でもあった。88議席を獲得した選挙結果をみれ



現代の中東　No.42 2007年 31

現 状 分 析

ば，同胞団は選挙活動を通じて自らの主張する

民主化への取り組みなど改革の諸理念・提言の

訴えかけに成功したといえよう。また，同胞団

の政治参加を促した内部要因としては，民主

化・政治改革実現を最優先の目標として掲げる

「改革イニシアティヴ」が現在の同胞団の基本方

針とされたことが挙げられよう。「改革イニシ

アティヴ」では目標実現のために実際の行動を

とる必要性が強調されており，各種選挙への積

極的な関与もその一端として位置づけられる。

次に，同胞団の人民議会選挙での政治的伸張

の主な要因であるが，選挙の後半を除いて政府

による強力な介入が行われず，同胞団がこれま

でにない自由な選挙活動を実施することができ

たこと，および同胞団支持者がこれまでと比べ

て自由に投票行動を行えたことが挙げられよ

う。「社会運動組織の資源動員力は当局や委任

された社会統制機構（例えば警察）によっても影

響される。当局と統制機関……（中略）……の持

つ抑圧能力（通常，社会統制と呼ばれる）や資源

動員能力はたいへんな重要性」［マッカーシー・ゾ

ールド 1989, 34］をもち，これまでの人民議会選

挙における政府介入は同胞団の獲得議席数に大

きな影響を与えてきた。人民議会選挙の前半で

は政府介入が抑制された結果，同胞団は長年の

社会活動によって築き上げた広範な大衆的基盤

を十分に活用できたと考えられる。強力な支持

基盤を有さない諸野党が議席数を減らしたのと

は異なり，強固な支持基盤を有する同胞団は議

席を増加させた。また，このような政治環境が

継続することは，社会において多元的に展開す

る同胞団の諸活動間の関係強化に寄与するもの

であり，指導部の下で公式に諸活動を統括でき

ない同胞団の構造的矛盾を緩和する可能性をも

つものでもあろう。

また，同胞団幹部アブドゥルハミード･ガザ

ーリー（‘Abd al¯H˙
aml̄d al¯Ghazāll̄）は，比較的自

由な投票が行われた結果，同胞団が従来の支持

票に加えて与党国民民主党への批判票を取り込

めたことを躍進の一因とした（注32）。エジプト国

民の間で根強い既存の政治制度や政党に対する

不満票が野党ではなく，新たな政治参加を進め

る同胞団へ期待票として集まったとも考えられ

よう。また，選挙戦において政府に対する異議

申し立てを比較的自由に行えたことも，国民民

主党批判票の取り込みを促進する要因であった

と考えられる。

なお，政府が寛容な選挙対策を採用した理由

として，アフラーム政治戦略研究所のディア・

ラシュワーンは，国民民主党有力候補の選挙区

から同胞団が立候補を取り下げたことなどを挙

げ，政府と同胞団の間の「密約」を指摘した

［Essam el¯Din 2005］。一方，同胞団では最高指

導者アーキフや第二副最高指導者シャーティル

が政府との協力・密約はない旨を主張している

［Howeidy 2005e ; ‘Abd al¯Maqs
˙
ūd 2005］。また，

『アフラーム』紙コラムニストのサラーマ・アフ

マド・サラーマ（Salāma Ah
˙
mad Salāma）は，政府

の選挙対策について，民主化が実現すれば欧米

諸国の利益に反する同胞団の台頭を許す結果と

なることを欧米諸国に知らしめるための政府の

メッセージであると述べた［Essam el¯Din 2005］。

２．現在の同胞団が抱える諸問題

法の枠内での改革活動を重視する同胞団にと

って，人民議会におけるプレゼンスの増大は民

主化・政治改革への重要な足がかりと位置づけ

られる。しかしながら，前節で概観した同胞団
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の議会活動に鑑みれば，その限界を指摘するこ

ともできよう。同胞団は人民議会で20％の議席

を保有しているものの，国民民主党が絶対的多

数の 3分の 2以上を占めている状況には変わり

がない。それゆえ，非常事態令延長や地方人民

議会選挙延期といった重要な政府提案を否決す

ることはできなかった。現在のところ，鳥イン

フルエンザ禍対策案が委員会で採択されたなど

一定の成果を収めているものの，重要議題に関

しては同胞団が言うところの「多数者による独

裁」を克服することはできず，与党に対して反

対をするだけの批判勢力になっている感も否め

ない。2010年の任期までに，有権者の期待に応

える結果を残せない場合，次回の議会選挙にな

んらかの影響を及ぼす可能性も指摘できよう。

非合法状態からの脱却は，依然として同胞団

に課された最大の問題となっている。民主化運

動高揚のなかで政治的伸張を果たしたが，非合

法状態の抜本的な打開にはいまだ至っていな

い。人民議会選挙に示されるように，統制機関

である政府の政策によって組織活動の自由が大

きく左右される状況には変化がない。実際に，

人民議会選挙以降，同胞団幹部ムハンマド・ム

ルスィー（Muh
˙
ammad Mursl̄）やイサーム・イル

ヤーン（‘Is
˙
ām al¯‘Iryān）を含む多数の同胞団メン

バーの逮捕や，機関紙『アラブの地平（Āfāq

‘Arabl̄ ya）』の発行停止処分が行われるなど，政

府による弾圧は激しさを増している（注33）。1970

年代以降の同胞団は暴力を伴う政府との全面対

決回避を基本方針としてきた。このため，非合

法状態に置かれ続けながらも，また政府の弾圧

を受けながらも，法の枠内での合法的活動によ

って非合法状態からの脱却が目指されてきた。

非合法組織による合法的な活動という一見矛盾

した構図には，同胞団が組織として抱える拘束

性ならびに活動の限界性を指摘できよう。

さらに，イスラーム国家樹立を最終目標とす

る同胞団には，全国民の 5～10％を占めるとさ

れるキリスト教徒との関係も重要な課題となっ

ている。同胞団は「改革イニシアティヴ」など

に見られるように，ムスリム・非ムスリムを問

わない国民的結集を繰り返し訴えている。しか

し，人民議会選挙中での同胞団躍進に対してキ

リスト教徒の間で見られた懸念は，キリスト教

徒が同胞団へ対して抱く不安の一端を示すもの

ともいえよう［Shahine 2005］。

一方，ムバーラク政権も，民主化に向けての

諸政策を進めれば同胞団が台頭するというジレ

ンマに悩んでいる。このことは，寛容な選挙対

策を採用した第 1～ 2次投票での同胞団の議席

数と，介入を行った第 3次投票での同胞団の議

席数に如実に現れている。同政権にとっては，

早急な民主化政策の実施による反政府運動のさ

らなる高揚や，それに伴う政権基盤の脆弱化は

避けなければならない事態であろう。また，選

挙における低投票率に示されるような政治的ア

パシーの強いエジプトにおいて，今後の政治改

革によって国民の政治参加を促進し，政治への

関心を高めることは，ムバーラク政権の正当性

強化のための課題のひとつである。ムバーラク

と国民民主党が掲げた民主化実現の公約が，政

権維持との兼ね合いのなかで今後いかにして実

現されるかは興味深い。

特に，非常事態令の見直しについては，その

推移を慎重に見守る必要があろう。今後制定が

予定される新たな「テロ対策法」が，非合法の

反政府運動に対する政府の弾圧を法的に担保す

るものでなくなる場合，すなわち同胞団を非合
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法状態に置き続ける意味を失わせるものとなる

場合，ムバーラクは政治システムのなかに同胞

団を取り込むことを試みるのか，それとも新た

な規制手段を模索するのかが非常に興味深い。

一方で，昨今の民主化運動の高揚と過去30年間

の同胞団の合法路線に基づく活動を考えれば，

政府による同胞団弾圧を担保する「テロ対策法」

制定が国民的な合意を得ることは困難であろ

う。さらに，そのような非常事態の実質的継続

は選挙公約履行の成否にもかかわるもので，ム

バーラク政権の正当性を弱める可能性をもつ。

また，人民議会において20％の議席を有する同

胞団を「テロ対策法」の対象とすることは，人

民議会の権威に対する疑問を生じさせる可能性

があり，ムバーラクと国民民主党が公約として

掲げた人民議会の権限強化にも矛盾するであろ

う。

むすびにかえて

本稿では，民主化運動の高揚，および同胞団

の民主化への取り組み，議会選挙への参加，議

会活動について概観した。そして，同胞団の民

主化への取り組みと政治参加の目的，政治的伸

張の要因について検討を行った。

2005年の民主化運動高揚は，それまで困難で

あった反政府街頭行動を可能とし，野党・反政

府勢力に新たな発言の場を与えた。現在では，

反ムバーラクのスローガンを声高に唱える街頭

デモがしばしば行われており，政府に対して圧

力をかけるための手段のひとつとなっている。

また，反政府勢力による発言が一定の自由を確

保したことで，民主化・政治改革をめぐる議論

が盛んに行われ，政府・与党も国民の支持を集

めるために，それに応える政策や選挙公約を発

表した。それによってエジプトの民主化への歩

みは一定の進展を見せたと評価できよう。しか

し，人民議会選挙以降，同胞団の政治的伸張な

どによって，政府は民主化に対して慎重な姿勢

をとっている。民主化政策を進めれば同胞団な

ど反対勢力が伸張するというジレンマのなか

で，今後の民主化への取り組みが模索されてい

る。エジプトにおける民主化圧力は依然として

根強い。人民議会選挙後半から続く反対派に対

する強硬策をこのまま続けることは，自らの掲

げた民主化実現の公約を空虚なものとし，政権

の正当性を揺るがす可能性もあろう。現在の民

主化運動への強硬策を長期にわたって維持する

ことは困難であろう。

また，同胞団にとって，民主化は包括的な改

革活動の一部であると同時に，非合法状態の継

続という自らの法的脆弱性を克服するために重

要な活動である。アーキフ指導下の同胞団によ

る昨今の政治参加もその一環として位置づけら

れよう。同胞団は2005年人民議会選挙で議席を

大幅に増やした。選挙後半で政府介入が見られ

たものの，政府への批判票が同胞団の議席増と

して投票結果に反映されたことは，同国におけ

る政治多元主義の促進やより統合された機能的

な民主主義の実現にも一定の影響を与えるであ

ろう。また，同胞団は法の枠内での活動を中心

とする現行の活動方針にさらに自信を深めたで

あろう。だが，絶対多数を占める国民民主党と

の対立から，人民議会で十分な活動を行ってい

るとは言い難い状況にある。同胞団の非合法状

態はいまだ続いており，政府の政策によって組

織活動が左右されるという状況にも変化はな

い。一方，政府にとっても，議席の20％を獲得



34

エジプトの民主化とイスラーム運動

した同胞団を非合法状態に置き続けることは，

現行議会制度への疑問を生じさせかねない問題

となっている。

エジプトでは今後も民主化が重要な争点のひ

とつであり続けるであろう。政府が，政権基盤

維持と正当性確保との間でいかなる民主化政策

を模索するのか，そして同胞団が非合法状態か

らの脱却を目指していかなる民主化運動を進め

るのかは，エジプト政治の将来を考える上で重

要な要素となろう。

（注 1） 同胞団は，1928年にスエズ運河地帯の都市イス

マーイーリーヤにおいて，ハサン・バンナー（H
˙

asan

al¯Bannā 1906―49年）を中心に創設された。バン

ナーは大衆社会化が進みつつあった当時において，

社会の実態に相応した思想形成と組織化に成功し，

同胞団は20世紀前半に急速な発展に成功した。40年

代後半には，当時人口約2000万人のエジプトにおい

て，およそ2000の支部，50万人のメンバーおよび同

数の支持者を擁する同国最大の政治的・社会的結社

となったとされる。50～60年代には，ナセル大統領

による弾圧が行われ，この時期に同胞団は「解体」し

たと考えられた。しかし，70年代のイスラーム復興

高揚のなかで組織再建に成功し，「復活」を遂げた。

現在でも，同胞団は多様な社会奉仕活動，さらには

人民議会や職能組合への進出を行うなど，エジプト

における最も有力なイスラーム運動として広範な活

動を行っている。

（注 2） 例えば，リンスとステパンは，「選出された政府

を生み出す政治的手続きについて十分な合意があり，

自由な普通選挙の直接的な結果によって政府が権力

の座に就き，この政府が事実上，一連の新しい政策

をつくる権限を有し，また新しい民主主義によって

生まれた行政・立法・司法の権力が，法律上，他の

諸機関と権力を共有する必要がない場合に，民主主

義への移行は完了する」［リンス・ステパン 2005, 21］

と定義している。また，ハンチントンは「候補者が自

由に票を競い合い，しかも実際にすべての成人が投

票する資格を有している公平で公正な定例の選挙に

よって，その最も有力な政策決定者集団が選出され

る20世紀の政治システムを，民主主義的なものと定

義する」［ハンチントン 1995, 7］シュンペーター学派

に従って，「民主化過程における決定的な点は，自由

で公開の公正な選挙において選出された政府がこの

方法を選択しなかった政府に取って代わることであ

る」［ハンチントン 1995, 8¯9］と述べている。

（注 3） また，al¯Awadi（2004, 196¯197）は，ムバーラク

政権下の民主化後退の理由として，1980年代に「合法

性」や政治的民主化に依拠していた政権の正当性が，

90年代に財界・経済界との協力や民営化推進などの

経済改革，それによってもたらされる経済成長に依

拠するものに変化したと指摘する。

（注 4） このような世論を示すものとしては，［Shukrallah

1994 ; Fergany 1994 ; Khalil 1998］を参照。

（注 5）「キファーヤ運動」の通称は，メンバーが街頭

デモに際して唱える「ムバーラクはもう十分（キファ

ーヤ）」というスローガンに由来している［横田

2005a, 41¯43 ; Meital 2006, 267¯272］。

（注 6） 2005年前半の民主化運動高揚の要因としては次

の点を挙げることができる。第 1に，同年が大統領

選挙と人民議会選挙を控えた年であったこと。特に

前者については，2月にムバーラクによって複数候補

制選挙が提案され，エジプト国内で活発な議論が行

われた。第 2に，2000年のパレスチナでの第 2次イ

ンティファーダや2003年のイラク戦争の勃発に際し

て，無許可デモが盛んに行われ，街頭行動への規制

が緩和されたこと。特に，それまで考えられなかっ

た反ムバーラク・デモがキファーヤ運動によって実施

されたことは，他の運動や野党に新たな活動の選択

肢を示すこととなった［横田 2005a, 43］。また，明日

党党首アイマン・ヌールが主張するようにアメリカに

よる民主化圧力も国外的要因として挙げられよう

［Howeidy 2005a］。

（注 7） カイロ市内にあるモスク，ウラマー組織，大学，

中・高校，法学委員会，教導組織，出版局，図書館

などからなる学術・教育機構。スンナ派最大のウラ

マー集団を擁し，国際的な権威も高い。

（注 8） 2005年 1月 5日，アーキフは『同胞団オンライン』

において，民主主義の下での憲法改正や非常事態令

の廃止などについて主張している［al¯Sharl̄f 2005a］。

（注 9） この改正により，人民議会が指名する単独の大
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統領候補を国民投票で承認するという手続きが，複

数候補者に対する直接投票制に変更された［横田

2005b, 69¯70］。

（注 10）ムバーラクの選挙綱領は国民民主党ウェブサイ

トに原文が掲載されている（http://www.mubarak

2005.com/arabic/ElecProgram.asp）。他の有力 2候補

の選挙綱領は，［横田 2005b, 73¯74］を参照。

（注 11）国民民主党選挙綱領については，同党運営ウェ

ブサイト上に原文が掲載されている（http://www.

ndp.org.eg/Parlimant_Elections/Election_program_co

mplete.asp）。

（注 12）「民主的変革のための国民連合」は，ナセルおよ

びサーダート政権下で閣僚・首相を務めたスィドキ

ーら元政治家を中心に，政府と国民との間の仲介者

として，さらなる民主化を促進させることを目的とし

て2005年に設立された運動である［横田2005a, 48］。

（注 13）実際に，同胞団は選挙後の人民議会での審議に

おいて，諸野党・反政府系無所属議員との協調を重

視し，協力体制をとっている［Howeidy 2005e ; Sall̄m

2005］。

（注 14）2005年11月30日，筆者がカイロ大学構内にて

行った同胞団幹部アブドゥルハミード・ガザーリー

（‘Abd al¯H˙
aml̄d al¯Ghazāll̄）へのインタビュー。また，

［al¯Hudaibi 2000, 25¯27］も参照。

（注 15）『同胞団オンライン』で全文検索が可能。本稿も

これを用いる（http://www.ikhwanonline.com/data/

baralman2005/program.htm）。

（注 16）国民民主党の選挙綱領と比較すると，いくつか

の共通する公約が見られ，特に経済分野でそれが顕

著である。アーキフは公約の類似性を認めた上で，

エジプトの利益にかなうのであれば，国民民主党と

の協力も可能であると述べた［Sall̄m 2005］。本稿が

焦点を定める政治分野については，両者とも民主主

義の手続きとルールを守り，民主化を実現すること

を掲げており，各論においては共通する部分もある。

しかし，非常事態令に関する記述などそれぞれが目

標とする改革の程度と，総論部分でのイスラームと

シャリーアの位置づけについては，両者間に差異が

うかがえる。

（注 17）例えば，アーキフは選挙後の12月 8日に『同胞

団オンライン』で発表した「ムスリム同胞団の政治改

革計画について」と題する声明で，「改革イニシアテ

ィヴ」から議論を始めて，選挙での主張，今後の改革

計画に至るまでの説明を行っている。彼がしばしば

言及する「改革イニシアティヴ」の出発点としての重

要性がここでは確認されているといえよう［‘Ākif

2005］。

（注 18）この人民議会選挙の実施要領などについては，

エジプト情報省運営ウェブサイト内のガイドブック

を参照［al¯Hay’a al¯‘Āmma li¯l¯Isti‘lāmāt 2005］。なお，

今回の人民議会選挙では司法による監視とともに

NGOなど市民組織による監視も実施された。

（注 19）当初，同胞団は150名以上の候補者を擁立する

予定であった。なお，10月末時点で『同胞団オンラ

イン』上で候補者として名前が挙げられていた人数は

164名であった（http://www.ikhwanonline.com/data/

baralman2005/ikhwan.htm）。

（注 20）同胞団は議会活動広報のために，『会派ニュース』

（全 5号）というウェブ・マガジンの発行を当会期中

に不定期で行った。このマガジンは，『同胞団オンラ

イン』の議会活動のカテゴリー内に掲載されている

（http://www.ikhwanonline.com/data/info/kotla.htm）。

（注 21）反対票が野党・野党系議員の議席数を下回って

いるが，これは統一進歩国民連合党のボイコットな

ど野党系議員の欠席があったためである［‘Abd al¯‘Āl

and Zayna 2006］。

（注 22）例えば，『同胞団オンライン』では非常事態令反

対の特集が組まれた［Ikhwān Ūn Lāyn 2006b］。

（注 23）この事件に対する同胞団の非難声明については，

2006年 4月25日の「ダハブでの爆発に関する同胞団

声明」を参照［Ikhwān Ūn Lāyn 2006c］。

（注 24）また，2006年 2月16日に発表された「エジプト

地方議会選挙延期に関する同胞団声明」も参照

［Ikhwān Ūn Lāyn 2006a］。

（注 25）同胞団はこれまで大統領選挙への立候補者擁立

を否定している［Howeidy 2005c］。

（注 26）1980年に設置された諮問機関。憲法改正，条約，

法案についての意見を大統領および人民議会に提出

する。定員は264名で，3分の 1は大統領が任命し，

残りは選挙で選出される。

（注 27）同法改正について詳しくは，［Howeidy 2006］を

参照。

（注 28）現在にまで至る同胞団の解散・非合法状態は，

1954年 1月の政党禁止令適用を端緒とする。前年に

政党解散令が施行された際，同胞団は宗教組織とし

てこの法令を適用されなかったが，ナセル内閣は同
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令を同胞団へ適用し，同胞団の解散・非合法化を公

表した。その後，革命政権内での権力闘争によって

同胞団の一時復活が容認されたが，54年10月に同胞

団メンバーが行ったとされるナセル暗殺未遂事件に

よって再び激しい弾圧を受け，活動が著しく停滞し

た［Mitchell 1969, 125¯162 ; 山根 1986, 77¯79 ; 小杉

2006, 250¯254］。

（注 29）例えば，イスラーム医療協会（al¯Jam‘l̄ya al¯
T
˙

ibbl̄ya al¯Islāml̄ya）は，1964年法第32号に基づい

て，医療奉仕活動を目的とする民間慈善団体として

社会問題省に登録された。設立と認可登録に際して

は，同胞団メンバーのアフマド・マルト（Ah
˙
mad al¯

Malt
˙
）が中心的な役割を果たした。また，アブドゥル

ムンイム・アブー・フトゥーフら同胞団メンバーが同

協会の運営評議会に名を連ねており，同協会の活動

を指導している。

（注 30）例えば，2005年 5月の同胞団幹部イサーム・イ

ルヤーン逮捕は，その典型的な例であろう。イルヤ

ーンが同胞団メンバーであることは周知のことであ

るが，彼の逮捕容疑は非合法組織である同胞団と関

わりをもったという疑いであった。

（注 31）非合法状態からの脱却の他の方策としては，同

胞団の合法政党化というより直接的な試みが挙げら

れる。しかし，宗教政党設立を禁じる現行政党法の

下ではその実現可能性は低く，現指導部も政党認可

申請を行うことには消極的である［Howeidy 2005e］。

実際に，元同胞団メンバーを中心とする「ワサト党

（H
˙

izb al¯Wasat
˙
）」の 3度にわたるこれまでの認可申

請はすべて却下されている［Stacher 2002 ; Wickham

2004 ; Norton 2005 ; Rumayh
˙

n.d.］。

（注 32）2005年11月30日，筆者がカイロ大学構内にて

行ったガザーリーへのインタビュー。

（注 33）『アラブの地平』紙は，公式には自由党の機関紙

であるが，同胞団が同紙に出資を行い，事実上の機関

紙として発行していた［横田 2004, 74¯76］。同紙の発

行停止処分をめぐる議会での審議については［http://

www.ikhwanonline.com/data/info/kotla/002.doc］を参

照。
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asan 1992. Majmū‘a Rasā’il al̄ Imām al̄

Shahl̄ d H
˙
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Siyāsl̄ al¯Is˙

lāh
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‘Āmma lī l̄ Isti‘lāmāt（http://www.sis.gov.eg/PDF/

Ar/Politics/0412080000000000010001.pdf）, n.d.（2006

年 7月20日閲覧）

――― 2006. “Nas
˙
s
˙

Bayān al¯H˙
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ammad 2006. “Nuwwāb al¯Ikhwān : Ta’jl̄ l
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